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 本論文は「日米における建築物の建設に伴うエネルギー消費量及び CO2 排出量に関する研
究」と題して、日本と米国の産業部門の内包エネルギー/CO2 原単位を算出し、日米建築産業
の比較分析をすることで日本の建築産業の内包エネルギー/CO2の特性を明らかとしている。 
 建築物の建設に伴うエネルギー消費及び CO2 排出は、建設現場で消費されるエネルギー消
費及び CO2 排出（土工事や組立工事の際に用いる重機の化石燃料消費等）と建築部材が製造
されるまでに消費されたエネルギー消費及び CO2 排出（原材料の採取や製造、運輸の化石燃
料消費等）が含まれる。本論文ではこれらを総称して内包エネルギー（Embodied Energy）及
び内包 CO2（Embodied CO2）としている。 
 経済成長の著しい発展途上国は、経済発展に伴うインフラ整備や建設ラッシュの影響によ
り建設産業からの内包 CO2 排出が国内総排出量に対して相対的に高い割合であり、今後の経
済成長に伴い、その割合は高まると予想される。また、今後ライフサイクルエネルギー及び
ライフサイクル CO2の削減が進むことで建設段階の内包エネルギー/CO2の削減が現在よりも
求められるとしている。本論文は、産業連関分析により米国建築産業の分析を行い、日米比
較から日本の建築産業や建築部材の内包エネルギー/CO2 の特性を把握し、日本の建築産業の
内包エネルギー/CO2の削減に適用しようとするものである。 
 日本と米国の建築産業の比較は、同一の分析方法として産業連関分析法を用いる。また、
日米比較を建築産業、建物、建築部材のそれぞれのレベルにおいて内包エネルギー/CO2 の特
徴を考察している。さらに、日米における事務所建築の建設を想定し、内包エネルギー/CO2
の算出及びライフサイクル評価を行うことで実際的な事務所建築の日米の内包エネルギー
/CO2の特徴をまとめている。 
 1 章では、研究の背景と目的及び建築物の内包エネルギー/CO2 に関して、各国の既往研究
をまとめている。また、本論文で定める内包エネルギー/CO2 の建築物のライフサイクルにお
ける包括範囲を定義している。 
 2 章では、建築物の内包エネルギー/CO2 の分析方法である積み上げ法と産業連関分析法の
両者の利点・欠点を概括し、日米比較の観点から本論文の分析方法として産業連関分析法を
用いた理由について示した。 
 3章では、米国産業部門の単位金額当たりの内包エネルギー/CO2原単位を算出すると共に、
エネルギーインフラ・運輸・製造業といった産業部門ごとに原単位の傾向を分析している。
その結果、米国の建築産業に関連する部門の単位金額当たりの内包エネルギー/CO2原単位は、
日本よりも大きい傾向にあるという結果を得た。 
 4 章では、日米の原単位と統計データから建築産業、建物、建築部材それぞれのレベルか
ら内包エネルギー/CO2 の特徴を示した。その結果、日本の産業部門は、一次エネルギー供給
の石油製品の割合が高いことから天然ガスの割合が高い米国に比べ、エネルギー消費に対す
る CO2排出が大きい傾向にあることを示した。また、日米の住宅建築の単位着工面積当たり 
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の内包エネルギー/CO2にほぼ差はなく、非住宅建築では日本が米国の 1.3倍程度であること、
日本の建物は米国に比べ単位面積当たりの部材消費量が 1.1～1.6倍多く、部材物量当たりの
内包エネルギー/CO2は 0.7～0.8倍程度小さいという結果を得た。 
 5 章では、実際的な建設事例として日米における事務所建築の内包エネルギー/CO2 につい
て建設見積書を基に分析している。単位面積当たりの建設工事額および建築部材消費量、建
物の内包エネルギー/CO2を算出し、比較分析するともに内包エネルギー/CO2の大きい建物部
位を特定することで日米の建物仕様による内包エネルギー/CO2の特徴を示した。 
 6 章では、事務所建築のライフサイクル評価を行っている。計算事例として事務所建築に
ついて省エネルギー改修及び新築時のライフサイクル評価を行い、建設、運用、更新、解体
の各段階における省エネルギー手法の効果を明らかにした。 
 7 章では本研究の結論をまとめ、今後の内包エネルギー/CO2 の研究課題について記述して
いる。 
 以上の結果、日米の建築部材の内包エネルギー/CO2原単位及びその特徴を明らかにしたこ
とで建築物の設計段階から建築物の建設時・運用時のエネルギー消費量および CO2 排出量の
予測が可能になり、建築物のライフサイクルエネルギーおよびライフサイクル CO2 の削減に
繋がることが期待される。 
 
 
 
 
 
 
